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1　 はじめ に

　原子炉建屋の様 に、ボ ッ クス 壁や 円錐台壁等の 立体耐震壁を組合せた構造物の 、地震時の 連成

的な挙動を把握するため に行 う静的載荷実験は、ス ラブの 面内せん断変形等の 影響に よ っ て非常

に難 しい もの となる。このた め 、建屋の地震時の 挙動に近い 状態を再現で きるよ うに、試験体の

壁やス ラブの厚 さの 関係をできるだけ実際の形状にちかづ け 、ボ ッ ク ス壁や 円錐台壁お よびス ラ

ブに作用するせん断力は地震時と同等にする必要がある。本実験では、2層複合試験体 を用い た

サブス トラ クチャ
ー
的手法に よる仮動的実験を行 い 、地震時の挙動 を把握する 。 この結果か ら、

地震時にボ ッ クス 壁や 円錐台壁およびス ラブに作用するせん断力を再現するような荷重の 比を求

め
、 これで制御 した静的載荷実験を行い 2層複合体の復元力特性を把握す る。さらに、ボ ッ クス

壁や円錐台壁に 『建屋の 復元力特性 に 関する研究委員会』 が提案 〔1 〕した 復元力特性モ デル を

2層複合体に適用 し、ス ラブ の 面内せん断変形の影響につ い て 検討する こ とを目的と した。
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』 8 §
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に 、その 諸元 を表
一1 に示す 。

　　　　表
一 2 材料の 力学的特性
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ボ ッ クス 壁の ウ ェ ブ部分 と円錐台壁の 配筋を図
一2 に

示す 。
コ ンク リ

ー
トは 、最大粒径 10mm以下の粗骨材

を用い た豆砂利コ ン クリートである 。
コ ン クリ

ー
トと

鉄筋の 力学的特性を表一2 に示す 。

3　加力 ・計測方法

　加力装置の 概要を図一一3 に示 す 。 水平加力は 、4 台

のサ ーボ型ア クチ ュ エ ータを用い 、ボ ッ クス壁 と円錐

台壁を直接加力する方式 を採用した 。静的載荷実験の

水平力は 、仮動的実験 と地震応答計算から求め た各加

力点の 荷重比で加力制御した 。 鉛直軸加力は 、 試験体

の変形に追従で きる機構を有する反 力フ レ ーム に設置

したサ
ー

ボ型 アクチ ュ エ
ー

タに よ り、ボ ッ クス 壁と円

錐台壁の 1層基部で 軸応力度が 20   r／d となるよ う

に行 っ た 。 水平荷重 ，試験体各部の 変形 ，お よびコ ン

ク リ
ー

トと鉄筋の ひずみ度の 測定は、オン ライン ・シ

ス テ ム によ り自動的に行 っ た 。

4　 仮動的実験

4．1 仮動的実験手法

　 本実験では 、対象 とする建屋の規模が大きく全体 を

試験体に置換で きない ため 、サ ブス トラクチ v 一的な

手法を応用 して建屋の
一部 を試験体に模擬 した 。した

が っ て、実験に用い た解析用モ デル では、試験体部分

を並列質点系に 、それ以外は 直列質点系に図
一4 に示

す ようにモ デル化した 。

　解析用モ デルの 設定条件を以下に示す。

  　試験体に置換 した部分 より上部 は、質量や剛性が

　小 さく建屋の店答に及ぼす影響は小さい と考えて 、

　解析用モ デルでは無視した 。

  　試験体部分の剛性は、文献 〔2 〕に示す手法に よ

　 っ て接糠剛性を試験体か ら直接求め た 。

  　試験体都分と数値計算部分は 、力と変形の 適合条

　 件を漕す ように数学的に結合 し、数値計算部分は弾

　 性 として応答計算を行 っ た。

　解析用モ デル の 部材の 性能を表
一3 に示す 。 質量 や

剛性等の 諸数値は、文献 〔3 〕に示されて い る値 を基

に算出 した 。実験 に採用 した入力地震波は 、マ グニ チ

ュ
ー

ド Tと しh．　Ta　ft印 　（1952）の 位相を用い た模擬

地震波で ある。入 力地震波 を図一5 に示す ．

4，2　仮動的実験の結果

　仮動的実験では、変位が制御可能な応答値となるま

　 　 反力床

図
一 3 加力装置の 概要
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　　　　図一5 入力地震波
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　 図一 1 変位時刻歴

で弾性剛性に よる応答計算の み を行い 、試験体には加力 しなか

っ た 。 加力は 、地震波の継続時間で 4．16 秒か ら応答変位が小

さくな っ た ア．20 秒の 間で行 っ た 。　 対象 とした建屋を 1 本棒

モデル と 3 本棒モ デル に置換 して 、最大加速度 417galの 模擬地

震波 による弾塑性地震応答計算 を行 っ た。計算 による

最大応答変位と、実験で得られた 最大変位の分布の比

較を図 一6 に示す。計算に よる各質点の最大応答変位

は 、応答計算結果 とほぼ等 しい値 とな っ た 。 ひび割れ

は 、ボ ッ クス 壁と円錐台壁の 1層ウ ェ ブ部に観察され

た 。 鉄筋の降伏は 、 仮動的実験を通じて計測されなか

っ た 。 解析用モ デル の 試験体部分の 変位時刻歴 を図
一

T に示す．ボ ッ クス 壁に対す る円錐台壁の 変形は 、最

大応答変位時で約 1．8倍となり、ス ラブが面内にせん

断変形をして い ることが認め られた。2層の 相対変形

は 、1層頂部の 水平変形 と回転に よる変形を考慮 した

値である 。 2 層の 相対変形は 1層に比べ て小さく 、 最

大層せん断力は 、 1層で56．3tf，2 層で 38．8tfで あっ

た。各壁の 荷重比は、弾性域では安定 した値を示 した

が、試験体が塑性化するこ とにより大きく変動す るこ

とが認め られた 。 静的載荷実験の荷重比には 、地震応

答計算に よる表
一4 の 値を採用 した 。

5　静的載荷実験

5，1　静的載荷実験の方法

　静的載荷実験は、地震時に建屋の ス ラ ブの 挙動を考

慮 して各壁に作用す るせん断力を再現するように、地

震応答計算 より求め た荷重比によ り加力制御した 。 加

力ス ケジ ュ
ール を図 一8 に示す。

　 表 一4 荷重 比

部材角（X10
−3r

鼠ω
10
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一
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図
一8 加力ス ケ ジュ
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5，2　静的載荷実験の結果

　最終ひび割れ状況 を図 一

9 に示す 。 静的載荷実験で

は、変形の増大に伴 い ひび

割れの数と幅が増加 したこ

とが観察 された 。 鉄筋は 、

ボ ッ ク ス壁の 1 層ウ ェ ブ 部

と フ ラ ン ジ部の 接合部の 縦

筋が部材角 （R とす る）R・

　 　 　 −3
4．OxlO　　　　 rad．で 、円錐台壁

では 1層フ ランジ脚部の縦

筋が R＝4，0xlO
−3rad

，で 降伏

した 。 ボ ッ クス 壁 ，円錐台

壁 とも横筋は最大耐力まで

一I
■｝

二塾
門

m −89

｛b ） 1閣閣せ ん断 カ
ー1層層闘変 形　 〔c ）2層層せん断カ

ー2 層層間変形

図
一10 荷重

一
変形関係

、尺 一6　0 × 10　
コ
rad

：R 昌8、OXIO ．コrad

⇔
1

愉｛；

図一11 変形 モ
ード

ポ ’ク ス 贓 ウ ；プ

⇔

解

降伏 しなか っ た。ス ラブには 、面外曲げ変形や面内せん 断

変形に よ っ て発生 した と考えられるひび割れが観察され 、

荷重が ↑68．4tonfでボ ッ クス壁の せん断すべ り破壊に よっ

て最大耐力となっ た 、　 各層の 層せん断力と層間変形との

関係 を図 一10（a）〜（c）に示す。変形は 、 ボ ッ クス 壁 と円

錐台壁の 平均値で ある 。 履歴 性状は 、変形が増大するに従

っ て逆 S 字型 となる傾向を示 した 。　 ボ ッ ク ス壁 ウ ェ ブ部

と切断面側の水平変位と、鉛直変位から求めた変形モ
ー

ド

を図
一11に示す。切断面側の変形がボ ッ クス壁ウ ェ ブ部よ

り大 きく、ス ラブが面内にせん断変形したこ とが 考えられ

切 断 面

曲串 ：lo→ ／踞｝

　 　 　 　 　 　 曲串 qr ‘
！騾 ｝

図 一12 曲率分布

。τ、．
　 　

　 　
　

2

0　　　 1　　 2　　 3　　 4　　 5

　 　 　 （P鸞a．y＋ σb）．Uε．ム展

図 一13 最 大耐力 の実験 と計算 値の 比較

る 。 変形状況より、ボ ッ クス 壁ウ ェ ブ部はせん断変形を、切断面側はフ レ ー
ム的な挙動をしてい

るこ とが認め られた。　 ボ ッ クス壁 と円錐台壁の フ ラ ン ジ部に設置 した変位計から求め た曲率分

布を図
一12に示す 。 ボ ッ クス壁の 2 層の 曲率は 1層に比べ て小さく、曲げ変形成分の 少ない こと

がわか る 。 円錐台壁で は、ボ ッ ク ス 壁と異なり2 層で も曲率が認め られ 、この邸分も曲げ変形 し

てい るこ とがわかる．また、円錐台壁の 2 層部頂部の 曲率は、脚部の 曲率に対して反転 して お り、

ス ラブの 曲げ戻しによる影響が現われてい ると考 えられ る。　 実験の最大せん断応力度を全補強
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式に よ っ て比較 したもの を図一13に示す 。 図には、同一シ

リ
ーズ の 研究である 2 層複合体 （Ap−1 ， Ap−2） 〔4 〕と、

1層複合体 （AP
’−1

，
Ap ’−2 ） 〔5 〕の実験結果を併せて示

す 。 全補強式による計算値に対する実験値の 比で見る と 、

本実験 も既往の実駛結果 も同程度の値となっ た 。

6　解析的検討

　 『建屋の 復元力特性に関する研究委員会 』 によ っ て提案

されて い る 、ボ ッ クス壁や円錐台壁の復元力特性モデル

〔1 〕を用い て 、ス ラブの せん断変形を考慮した 2 眉複合

体の弾塑性性状を解析的に検討 した。

6．1 検討方針 と解析概要

　本解析の ため の 検討方針を以下に示す。

  　部材の 全体変形は曲げ変形とせん断変形の 和で表 し、

　 τ
一

γ 関係の包絡線に対 しては上記委員会で提案されて
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 τ （ky／dl

　 い るTrト Linear型モ デル を、　 M 一
ψ関係の 包絡線 には断

　面解析に よっ て求め た Tri−Lineap型モデル を用いた 。 床　 10。

　ス ラブの面 内変形の τ
一

γ 関係の 包絡糠は、稲田ら提案
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 80

　 〔6 〕の Tri−Linear型モ デル とする 。
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　は 、剛体要素とする 。
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　解析モ デル は各部材 をは り要素でモ デル化し、計算は荷

重増分解析によっ て行 っ た。解析モ デル を図一14

に 、解析に用 い たせん断変形 と曲げ変形の 包絡線

を図
一15に示す 。 解析は 、

ス ラブ の 剛性 を考慮 し

た場合 （解析 1 ）と 、ス ラブの 剛性 を無限大とし　　。 Ct 。 n ，
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てボ ッ クス 壁 と円錐台壁の 変形を等しくした場合

（解析 2 ）とにつ い て行 っ た 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1se

6．2 解析結果

　解析と実験に よっ て得 られた荷重 一全体変形関

係を図 一16に示す 。解析 2 に よっ て得 られた荷重
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 10摩

は 、解析 1 より同一変形時で最大 7ton 程度大き

くなっ たが、変形やひび割れ発生等の 計算値 を比

較する と、全体的な挙動に大きな差は認め られな
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 50

か っ た 。 つ ま り、ス ラブ の 厚さの 異る試験体の 壁

を等変位に加力制御 した 2 層複合体の 実験 〔4 〕

の結果と同様に、ス ラブの 面外変形が全体の 挙動
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 e

に及ぼす影響は少ない とい える。
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7　 まとめ

　 2 層複合試験体を用い たサ ブス トラ クチ ャ
ー

的手法に よる仮動的実験、地震時の 挙動を再現す

るような荷重の 比で制御 した静的載荷実験、およびボ ッ クス 壁や円錐台壁に対 して提案された復

元力特性モ デル を 2層複合体に適用 した解析に よっ て次の結果を得た 。

｛1）仮動的実験に よる最大応答変位は、同程度の 地震波 を入力 した弾塑性地震応答計算の結果と

ほぼ等 しくなるこ と、ひび割れは 、主にボ ッ クス壁 と円錐台壁の 1層の ウェ ブ部に発生するこ と

が明 らか となっ た 。 また 、地震時の 建屋の 挙動を把握す る方法 として 、本実験で採用した仮勤的

実験手法は有効で あるこ とが認め られた 。

（2）静的載荷実験では 、ス ラブには 面内力と面外力に よるひび割れが発生 した こ と、ボ ッ クス埜

のせん断すべ り破壊が先行 し、その 後の 繰返 しで 円錐台壁 の せ ん断すべ りが 生 じた こ と等が認め

られた。また、ボ ッ クス 壁 と円錐台壁の 変形モ ードに差があ り、円錐台壁にはス ラブの 曲げ戻 し

の 影響が認め られた。

（3）床ス ラブせん断変形を考慮し、は り要素を用いて荷重増分解析を行なっ た結果、ス ラブの 面

内せん断変形は 、墨の水平変形やひび割れ発生等の全体的な挙勤に及ぼす影響は少ない こ とが認

め られた 。 また 、本解析の 結果 、 『建屋の 復元力特性に関する研究委員会 』 で提案 したボ ッ クス

壁や円錐台壁の 復元力特性モ デル は 、それ らを組み 合わせた立体耐震壁の 解析に も適用で きるこ

とが明らか となっ た 。
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